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重点取組事項

生産性向上による
農家手取り最大化

農産物の計画的な
生産と安定供給

生産資材コストの
低減

水稲の品質向上と
収量増加対策
（高温障害対策）

６次化商品等の販売
促進

農業資金新規実行の
拡大

安全・安心と環境に
配慮した農業の推進

具体的実践事項
年次別工程（取組事項）年次別工程（取組事項） 数値目標（ＫＰＩ）

令和７年度 令和７年度令和８年度 令和８年度令和９年度 令和９年度

営
　
　農

経
　
　済

金
融
共
済

農業者の所得増大1

大豆栽培技術の向上

新たな環境調和型農業への普及推進

需要に応じた水稲種子生産体制の
確立

水田園芸（高収益）作物の生産振興

デジタル技術を活用した生産コス
トの削減・営農指導の効率化

地域特性に対応した栽培管理指導を実施 継　続

継　続

継　続

継　続

実　施
（ひゃくまん穀種子生産）

継　続

継　続

継　続

継　続

継　続

継　続

継　続

継　続

継　続

継　続

継　続

継　続

継　続

継　続

継　続

継　続

継　続

継　続

継　続

継　続

継　続

継　続

継　続

継　続

継　続

・担い手農家（水稲）への実証試験の実施、
栽培の確立
・新たな品目の検討　

・ＳＮＳを活用した営農情報の発信
・ＩＣＴを活用した営農指導や相談体制の
構築

・トキ放鳥に向けた環境整備の実施
・有機質資材施用等による生産性を維持した
環境調和型農業

・ひゃくまん穀種子への新規取り組みによる
収益確保および生産性の向上
・種子産地の維持・継承支援

高温対策に対応した持続可能な米
づくりへの取り組み支援

・高温耐性品種の導入
・土づくり資材の提案による栽培技術の普及
支援

マーケットインによる販売力の強化

肥料満車直送の取扱い拡大 ＴＡＣによる担い手への利用提案（110先）

農薬担い手規格の取扱い拡大

土づくり資材の施用促進

生産資材の価格対応と予約購買の促進

営農用燃料利用促進による生産者
の経営支援

ＴＡＣによる担い手への利用提案（130先）

はとむぎ茶ペットボトルの販売拡大 国内外への販路を拡大

コメの「地産地消」を
拡大 直売米の地元業務用販売を拡大 関係機関と連携した販路の拡大

コメの「国消国産」に
向けた販売強化 ふるさと納税を活用した販売拡大 行政と連携した取扱量の拡大

栽培方法や品種の見直し等による実証試験の
検討・実施

営農座談会等での情報発信　
ＴＡＣによる担い手への利用提案（130先）

生産資材（肥料・農薬）の予約購買率の拡大

全水稲生産者への案内（750先）
ＴＡＣによる担い手への利用提案（130先）
※園芸用未利用農家への利用提案

大豆：120㎏/10a
（平均反収）

大豆：150㎏/10a
（平均反収）

大豆：180㎏/10a
（平均反収）

実証面積0.5ha 実証面積1.5ha 実証面積2.5ha

水稲作付10ha以上
（提案：15件）

水稲作付10ha以上
（提案：15件）

水稲作付10ha以上
（提案：15件）

環境調和型農業
取組面積：30ha

環境調和型農業
取組面積：35ha

環境調和型農業
取組面積：40ha

－

取組品目３品目 取組品目４品目 取組品目５品目

取扱量420t 取扱量430t 取扱量440t

利用面積1,100ha 利用面積1,150ha 利用面積1,200ha

利用数量350㎘ 利用数量360㎘ 利用数量370㎘

予約購買率83% 予約購買率87% 予約購買率90%

散布面積270ha 散布面積300ha 散布面積330ha

ペットボトル販売数
60万本

ペットボトル販売数
65万本

ペットボトル販売数
70万本

精米袋販売数
2,500袋/30㎏

精米袋販売数
2,700袋/30㎏

精米袋販売数
3,000袋/30㎏

精米袋取扱数
2,000袋/30㎏

精米袋取扱数
2,200袋/30㎏

精米袋取扱数
2,300袋/30㎏

ひゃくまん穀種子
生産量：10t

ひゃくまん穀種子
生産量：15t

一等比率90％以上
収量8.5俵以上
（平均反収）

一等比率90％以上
収量8.5俵以上
（平均反収）

一等比率90％以上
収量8.5俵以上
（平均反収）

重点取組事項 具体的実践事項
年次別工程（取組事項）年次別工程（取組事項） 数値目標（ＫＰＩ）

令和７年度 令和７年度令和８年度 令和８年度令和９年度 令和９年度

農業資金の供給2

融資担当者の育成および担い手経
営体や多様経営のニーズ把握、提
案に向けた事業間連携の強化

・事業間連携会議定例開催と情報の共有化を
図る

・融資担当者の育成
継　続

・本店ローン営業センター
担当者１名増員（４名体制）

・うち1名を農業融資
担当者として配置

新規取扱額
210,000千円

新規取扱額
220,000千円

新規取扱額
230,000千円
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生産性向上による
農家手取り最大化

農産物の計画的な
生産と安定供給
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６次化商品等の販売
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共
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大豆栽培技術の向上

新たな環境調和型農業への普及推進

需要に応じた水稲種子生産体制の
確立

水田園芸（高収益）作物の生産振興

デジタル技術を活用した生産コス
トの削減・営農指導の効率化

地域特性に対応した栽培管理指導を実施 継　続
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継　続
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・担い手農家（水稲）への実証試験の実施、
栽培の確立
・新たな品目の検討　

・ＳＮＳを活用した営農情報の発信
・ＩＣＴを活用した営農指導や相談体制の
構築

・トキ放鳥に向けた環境整備の実施
・有機質資材施用等による生産性を維持した
環境調和型農業

・ひゃくまん穀種子への新規取り組みによる
収益確保および生産性の向上
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高温対策に対応した持続可能な米
づくりへの取り組み支援
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・土づくり資材の提案による栽培技術の普及
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向けた販売強化 ふるさと納税を活用した販売拡大 行政と連携した取扱量の拡大

栽培方法や品種の見直し等による実証試験の
検討・実施
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ＴＡＣによる担い手への利用提案（130先）
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取組面積：30ha

環境調和型農業
取組面積：35ha

環境調和型農業
取組面積：40ha

－

取組品目３品目 取組品目４品目 取組品目５品目

取扱量420t 取扱量430t 取扱量440t

利用面積1,100ha 利用面積1,150ha 利用面積1,200ha

利用数量350㎘ 利用数量360㎘ 利用数量370㎘

予約購買率83% 予約購買率87% 予約購買率90%

散布面積270ha 散布面積300ha 散布面積330ha

ペットボトル販売数
60万本

ペットボトル販売数
65万本

ペットボトル販売数
70万本

精米袋販売数
2,500袋/30㎏

精米袋販売数
2,700袋/30㎏

精米袋販売数
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営体や多様経営のニーズ把握、提
案に向けた事業間連携の強化

・事業間連携会議定例開催と情報の共有化を
図る

・融資担当者の育成
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・本店ローン営業センター
担当者１名増員（４名体制）

・うち1名を農業融資
担当者として配置

新規取扱額
210,000千円
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220,000千円
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230,000千円
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重点取組事項 具体的実践事項
年次別工程（取組事項）年次別工程（取組事項） 数値目標（ＫＰＩ）

令和７年度 令和７年度令和８年度 令和８年度令和９年度 令和９年度

金
融
共
済

営
　
　農

経
　
　済

福
　祉

総
　
　務

経営基盤の強化3

ローン営業センター担当者の育成
および出向く態勢の強化

支店融資担当者の育成によりローン営業セン
ターとの機能分担を図る 継　続 継　続 貸出金利息

94,000千円
貸出金利息
97,740千円

貸出金利息
99,740千円貸出金の強化

自主運用ルールに基づき安全で効
率的な資金運用への取り組み　

本店に運用担当者２名配置のほかその他１名
を育成 継　続 継　続 有価証券利息配当金

67,280千円
有価証券利息配当金
80,060千円

有価証券利息配当金
83,820千円

有価証券運用の
取り組み強化

ひと保障を中心とする「ひと・い
え・くるま」のバランスの取れた
総合保障の提供

・保有契約高（保障額および保有Ｐ）減少の
抑制を図る
・渉外担当者の増員検討（現行17名）

継　続
渉外担当者の増員

（18名）

継　続
渉外担当者の増員

（19名）
共済事業総利益
405,120千円

共済事業総利益
406,010千円

共済事業総利益
411,920千円

契約基盤の維持・
拡大

・新規顧客の拡大と複数事業利用
促進に向けた取り組み強化

信用・共済事業利用促進に向けたＰＲと付帯
取引強化を図る 継　続 継　続

・新規顧客取引
　信用280名、共済315名
・Ａランク取引（複数）
　150件

・新規顧客取引
　信用290名、共済330名
・Ａランク取引（複数）
　160件

・新規顧客取引
　信用300名、共済345名
・Ａランク取引（複数）
　170件

顧客基盤の維持・
拡大（信用・共済）

水稲育苗センターの利用率の向上 ・硬化苗ハウスの２回転出荷を実施
・密苗栽培の取り組み拡大 継　続 継　続

【育苗取扱枚数】
慣行苗：146,000枚
密　苗：　 4,000枚

【育苗取扱枚数】
慣行苗：147,000枚
密　苗：　 4,500枚

【育苗取扱枚数】
慣行苗：148,000枚
密　苗：　 5,000枚施設利用の向上

「ひゃくまん穀」の産地化 異常高温対策および地域特性に合わせた栽培
体系の指導による作付面積の拡大 継　続 継　続

ひゃくまん穀
作付面積250ha

収支改善額
1,800千円

収支改善額
2,250千円

収支改善額
2,700千円

米穀の取扱拡大

ひゃくまん穀
作付面積275ha

ひゃくまん穀
作付面積300ha

収支改善額
700千円

収支改善額
1,400千円

収支改善額
2,100千円

生産資材のネット販売とサービス
の向上 検　討 検討・試行 試行・実施 ― Web利用者５件 Web利用者15件

Ｗebを活用した新しい
サービスの提供とペーパー
レス化による費用の削減

イベントの開催とキャンペーンの
実施

下取り強化、購入者特典キャンペーンの継続
実施 実　施 実　施 販売台数25台 販売台数28台 販売台数30台営農車購入支援の

拡充

介護保険事業収益の向上
（通所介護）
（小規模多機能型居宅介護）

・利用者の確保
・稼働率の向上
・平均介護度の向上

継　続 継　続 収支改善額
7,000千円

収支改善額
7,000千円

収支改善額
12,000千円福祉事業の収支改善

収支シミュレーション等に基づく
経営改善対策の進捗管理 役員及び幹部職員会議での検討会開催 継　続 継　続 年４回の実施

（四半期毎）
年４回の実施
（四半期毎）

年４回の実施
（四半期毎）

⑴経営管理体制の
　強化

組合員の「声」の経営反映
常勤役員会での検討会開催
（そのほか、理事会での報告やＨＰ・広報誌
での公表を定期的に実施する）

検討・実施

継　続 継　続
常勤役員会での検討回数
10回（月１回）

※但し、急を要するものは
適宜開催する。

常勤役員会での検討回数
12回（月１回）

※但し、急を要するものは
適宜開催する。

常勤役員会での検討回数
12回（月１回）

※但し、急を要するものは
適宜開催する。

新採（中途）職員の確保
学校（選定校）への定期訪問
（そのほか、就職・求職サイトも活用して職
員の確保にあたる）

継　続 継　続 学校への定期訪問
年２回訪問

学校への定期訪問
年２回訪問

学校への定期訪問
年２回訪問

⑵職員の人材確保
　と育成

人事評価制度の見直しとエンゲー
ジメントの向上
※エンゲージメントスコアＲ6：60.４

人事評価制度の見直しとエンゲージメント向
上への取り組み検討

新たな人事評価制度と
エンゲージメント向上
への取り組み実行

継　続 ― エンゲージメントスコア
65

エンゲージメントスコア
70

農業への理解促進
農業理解の促進（農業就業実践）のため農業
現場への職員派遣（アルバイト）

検討・実施
継　続 継　続 延べ10人 延べ20人 延べ30人

実効性の向上 防災訓練の実施
（連絡・通報、初期消火、避難、救命） 継　続 継　続 年６回以上 年６回以上 年６回以上⑶事業継続計画

 （ＢＣＰ）の改善

持
続
可
能
な
経
営
基
盤
の
確
立

3



重点取組事項 具体的実践事項
年次別工程（取組事項）年次別工程（取組事項） 数値目標（ＫＰＩ）

令和７年度 令和７年度令和８年度 令和８年度令和９年度 令和９年度

金
融
共
済

営
　
　農

経
　
　済

福
　祉

総
　
　務

経営基盤の強化3

ローン営業センター担当者の育成
および出向く態勢の強化

支店融資担当者の育成によりローン営業セン
ターとの機能分担を図る 継　続 継　続 貸出金利息

94,000千円
貸出金利息
97,740千円

貸出金利息
99,740千円貸出金の強化

自主運用ルールに基づき安全で効
率的な資金運用への取り組み　

本店に運用担当者２名配置のほかその他１名
を育成 継　続 継　続 有価証券利息配当金

67,280千円
有価証券利息配当金
80,060千円

有価証券利息配当金
83,820千円

有価証券運用の
取り組み強化

ひと保障を中心とする「ひと・い
え・くるま」のバランスの取れた
総合保障の提供

・保有契約高（保障額および保有Ｐ）減少の
抑制を図る
・渉外担当者の増員検討（現行17名）

継　続
渉外担当者の増員

（18名）

継　続
渉外担当者の増員

（19名）
共済事業総利益
405,120千円

共済事業総利益
406,010千円

共済事業総利益
411,920千円

契約基盤の維持・
拡大

・新規顧客の拡大と複数事業利用
促進に向けた取り組み強化

信用・共済事業利用促進に向けたＰＲと付帯
取引強化を図る 継　続 継　続

・新規顧客取引
　信用280名、共済315名
・Ａランク取引（複数）
　150件

・新規顧客取引
　信用290名、共済330名
・Ａランク取引（複数）
　160件

・新規顧客取引
　信用300名、共済345名
・Ａランク取引（複数）
　170件

顧客基盤の維持・
拡大（信用・共済）

水稲育苗センターの利用率の向上 ・硬化苗ハウスの２回転出荷を実施
・密苗栽培の取り組み拡大 継　続 継　続

【育苗取扱枚数】
慣行苗：146,000枚
密　苗：　 4,000枚

【育苗取扱枚数】
慣行苗：147,000枚
密　苗：　 4,500枚

【育苗取扱枚数】
慣行苗：148,000枚
密　苗：　 5,000枚施設利用の向上

「ひゃくまん穀」の産地化 異常高温対策および地域特性に合わせた栽培
体系の指導による作付面積の拡大 継　続 継　続

ひゃくまん穀
作付面積250ha

収支改善額
1,800千円

収支改善額
2,250千円

収支改善額
2,700千円

米穀の取扱拡大

ひゃくまん穀
作付面積275ha

ひゃくまん穀
作付面積300ha

収支改善額
700千円

収支改善額
1,400千円

収支改善額
2,100千円

生産資材のネット販売とサービス
の向上 検　討 検討・試行 試行・実施 ― Web利用者５件 Web利用者15件

Ｗebを活用した新しい
サービスの提供とペーパー
レス化による費用の削減

イベントの開催とキャンペーンの
実施

下取り強化、購入者特典キャンペーンの継続
実施 実　施 実　施 販売台数25台 販売台数28台 販売台数30台営農車購入支援の

拡充

介護保険事業収益の向上
（通所介護）
（小規模多機能型居宅介護）

・利用者の確保
・稼働率の向上
・平均介護度の向上

継　続 継　続 収支改善額
7,000千円

収支改善額
7,000千円

収支改善額
12,000千円福祉事業の収支改善

収支シミュレーション等に基づく
経営改善対策の進捗管理 役員及び幹部職員会議での検討会開催 継　続 継　続 年４回の実施

（四半期毎）
年４回の実施
（四半期毎）

年４回の実施
（四半期毎）

⑴経営管理体制の
　強化

組合員の「声」の経営反映
常勤役員会での検討会開催
（そのほか、理事会での報告やＨＰ・広報誌
での公表を定期的に実施する）

検討・実施

継　続 継　続
常勤役員会での検討回数
10回（月１回）

※但し、急を要するものは
適宜開催する。

常勤役員会での検討回数
12回（月１回）

※但し、急を要するものは
適宜開催する。

常勤役員会での検討回数
12回（月１回）

※但し、急を要するものは
適宜開催する。

新採（中途）職員の確保
学校（選定校）への定期訪問
（そのほか、就職・求職サイトも活用して職
員の確保にあたる）

継　続 継　続 学校への定期訪問
年２回訪問

学校への定期訪問
年２回訪問

学校への定期訪問
年２回訪問

⑵職員の人材確保
　と育成

人事評価制度の見直しとエンゲー
ジメントの向上
※エンゲージメントスコアＲ6：60.４

人事評価制度の見直しとエンゲージメント向
上への取り組み検討

新たな人事評価制度と
エンゲージメント向上
への取り組み実行

継　続 ― エンゲージメントスコア
65

エンゲージメントスコア
70

農業への理解促進
農業理解の促進（農業就業実践）のため農業
現場への職員派遣（アルバイト）

検討・実施
継　続 継　続 延べ10人 延べ20人 延べ30人

実効性の向上 防災訓練の実施
（連絡・通報、初期消火、避難、救命） 継　続 継　続 年６回以上 年６回以上 年６回以上⑶事業継続計画

 （ＢＣＰ）の改善

持
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重点取組事項 具体的実践事項
年次別工程（取組事項）

令和７年度

営
　
　農

総
　
　務

組合員の意思反映・運営参画4

格納点検の計画的実施

組合員（利用者）への理解促進
聞き取り方法の見直し
①現行の「店頭ハガキ」の見直し
・ハガキは分かりやすいよう見直す。
・目に振れやすい所に多く設置する。
・広報誌にも定期的に挟み込む。
・職員が代筆して投稿できる。
②渉外担当者との連携強化
・ご意見・ご要望をもれなく繋ぐ。
・手間がかからないような方法を検討。
③専用フォーム設置
・ポスターやステッカー等からＱＲコー
ド（専用フォーム）を利用した投稿を
日常的に収集する。
④イベントを活用したアンケートの実施

①事業利用時の加入促進
・分かりやすい加入チラシ等の作成
・総合ポイント等のメリット訴求
・大口取引時に加入を呼びかける
②組合員向けイベントの開催
・魅力あるイベントの開催
・感謝祭招待状（引換券）
③出資基準の見直し（出金額等）
・加入しやすい金額への検討
・その他の基準緩和も検討

農閑期フル活用による使用時の故障
軽減

顧客ニーズに即した農機具の提案・拡販 ・各社メーカーによる相談会の開催
・積極的な実演会を開催

①ハガキと設置場所の検討・実施

②情報の伝達方法等の検討・実施

③設置方法等の検討

④実施方法や内容等の検討・実施

①促進方法等の検討・実施

②イベント内容等の検討・実施

③基準等の検討・実施

顧客満足度の向上

重点取組事項 具体的実践事項
年次別工程（取組事項）

令和７年度

金
融
共
済

羽
咋
・
総
務

福
　
　祉

宝
達

地域の活性化5

農業体験・食育活動・災害予防に備えた
農業、地域への支援活動に取り組む

消費者と生産者の連携強化による地域農
業への理解促進

地元食材の魅力発信を通じた地域農業へ
の関心喚起

地元食材を活用した料理教室や、産
地見学、体験等のイベント開催

子育て世代をメインターゲットとした地元
食材紹介や料理レシピ、イベント等の配信

支店での定期的な産直市の開催 地元青果等の産直市を開催して、支
店来店者の増加と交流を深める

イベント活動を通して交流の機会を創設
し、複数事業の利用を促す

生活機能の維持・向上のための自立支援
型サービスの提供
地域に密着した事業の展開

地域防災への注意喚起および啓発活
動の実施

・職員への資格取得の促し
・介護スタッフのスキルアップ
・地域行事への参加・自主企画

各種イベント等の開催

地域貢献活動

年金・共済友の会活動の
活性化と複数事業への促進

地域の高齢化に対応する
介護サービスの質的向上

⑴組合員（利用者）
　の声を聴く

⑴地域農業への
　理解促進

⑵食育活動のＰＲ
　強化

⑶地域との交流
　強化

⑵組合員の加入促進

組
合
員
と
の
組
織
基
盤
の
確
立

国
消
国
産
・

地
産
地
消
へ
の
取
り
組
み 5








